




　新潟市は、広域合併から12 年、政令指定都市移行から10 年を迎えました。
　本市には日本文化の源流とも言われる世界に類をみない縄文文化や、「潟」「港」「田園」
など水と土によって形成された豊かな「水と土の暮らし文化」が今も息づき、そして広域合併
により豊かさを増した多様な文化が共存しています。
　本市の「市民力」を生かして文化芸術の創造性をまちの活性化につなげる取り組みは、全
国的にも高い評価をいただき、平成 27 年に本市は国内で 2 番目の「東アジア文化都市」に
選ばれました。ともに選定された中国・青島 ( チンタオ ) 市、韓国・清州 ( チョンジュ ) 市との
文化を切り口にした都市間交流は、国家間の情勢に左右されにくく、大変有益であることを示
しました。
　今後は、文化交流から、文化を活用した観光交流を充実させ、経済面でも活性化を図るこ
とで交流人口の拡大と地域活性化へ結びつけることが必要です。東アジア文化都市の経験と
地理的な特性を活かし、世界に開かれた北東アジアの文化交流拠点の役割を果たしていきます。
　また、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、世界から日本への関心
が高まる中、全国各地で文化プログラムが展開されるこれからの期間は、本市の魅力を国内
外へ発信するまたとない好機です。
　本市では、東京 2020 大会以降も見据えた多様な文化プログラムを積極的に展開するとと
もに、地方における文化プログラムを新潟から創出し、先導的な役割を担っていきます。
　さらに、文化プログラムの取り組みは、市民一人一人が新潟の文化を見つめ直す機会となる
とともに、文化芸術の力を活用して社会的な課題の解決に向けて取り組む機会になることも
期待されます。
　これからの 5 年間、本市が目指す「文化創造交流都市」の姿を市民の皆さまと共有するた
めに、このビジョンを策定しました。
　本市が誇る「市民力」を原動力として、新潟市に暮らす全ての人が誇りと愛着をもてる「文
化創造交流都市」を創り上げていきます。

あいさつ

新潟市長　篠田 昭
平成 29 年 3 月
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新潟市文化創造交流都市ビジョンについて

　新潟市は、平成 23 年度に「新潟市文化創造都市ビジョン」（平成 24 年度～ 28 年度）を策定し、文
化芸術のもつ創造性を活かし都市の活性化を図る取り組みを着実に進めてきました。ビジョンの策定か
ら 5 年が経過し、この間、人口減少、少子・超高齢社会の到来や東京 2020 オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会（以下、「東京 2020 大会」という。）の開催決定、グローバル化の一層の進展など、策定当
時の想定を超える新しい動きがでてきています。
　「新潟市文化創造交流都市ビジョン（以下、「本ビジョン」）」では、このような社会情勢の変化に対応
するとともに、新たな視点を加え、本市が目指す「文化創造交流都市」に関する施策展開の基本的な考
え方や方向性を示すものです。
　なお、本ビジョンにおいて「文化芸術」とは、文学や音楽、美術、演劇、舞踊などの「芸術」のほか、
メディア芸術、伝統芸能、生活文化、歴史文化などを含む、幅広い分野を含みます。

　本市の人口は、平成17年の81.4万人をピークとして減少に転じ、平成 27年には 81.0万人となっています。
　また、平成 27 年の子どもの数（15 歳未満）は、9.8 万人であり、昭和 30 年の約半数にまで減少しており、
総人口に対する子どもの割合は 12.2％となっています。
　さらに、平均寿命の延伸や団塊世代の高齢化に少子化が加わり、高齢化率が急激に上昇しており、
75 歳以上の人口についても平成 27 年には、10 万人を超え、総人口の約 8 人に1 人が 75 歳以上となっ
ています。その中でも、単身高齢者は、平成 27 年には昭和 60 年の約 6 倍の 2.9 万人となり、高齢者人
口に占める単身者の割合は 13.6％となっています。また、本市の健康寿命※は、男女とも全国並みですが、
日常生活を自立しておくることができない「健康でない期間」は、全国平均より長くなっています。

　近代オリンピックは、スポーツのみならず、文化の祭典としても発展してきたもので、オリンピック憲
章では、オリンピズムの根本原則に、スポーツと文化と教育の融合が謳われており、複数の文化イベン
トからなる「文化プログラム」を計画しなければならないと規定されています。
　2012 年（平成 24 年）のロンドン大会では、この文化プログラムが、過去の大会に見られないほど大
規模かつ多様に、オリンピック開催都市のロンドンだけではなく英国全土で実施され、オリンピック・ムー
ブメントを盛り上げました。
　東京 2020 大会に向けて、世界から日本への関心が高まるなか、今後は本市の魅力を国内外へ発信す

（１）策定趣旨

（２）新潟市を取り巻く状況　

① 人口減少、少子・超高齢社会の到来

② 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催

※ 健康寿命 健康上の問題で、日常生活が制限されることなく生活できる期間の平均。介護保険の要介護 2 ～ 5 を不健康な状態、
それ以外を健康な状態として算出
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　平成 23 年度に策定した「新潟市文化創造都市ビジョン」において重点的に取り組む施策として掲げた「食
を活かしたまちづくり、食文化」、「水と土の文化創造」、「マンガ・アニメを活かしたまちづくり」、「音楽・
舞台芸術による創造活動～ Noism（ノイズム）、ラ・フォル・ジュルネなど」を中心に、本市の文化資源
を活用した様々な施策に着実に取り組んできました。
　さらに、文化資源に新たな光を当てるプロジェクションマッピングや、日本の伝統文化を本市から世
界へ発信する和の祭典「アート・ミックス・ジャパン」、アイドルを中心としたポップカルチャーなど、新
たな文化創造の取り組みも生まれ、育っています。
　その結果、平成 25 年には文化庁長官表彰（文化芸術創造都市部門）※１、平成 26 年には日仏交流優
良賞※２を受けたほか、平成 27 年には国内で 2 番目の東アジア文化都市※３に選定されるなど、外部から
の評価を高めてきました。

るまたとない好機となります。
　また、訪日外国人のさらなる増加が見込まれ、首都圏空港を補完する地方空港の重要性は今まで以
上に増すことから、新潟空港を有する本市にとって、交流人口の拡大と地域経済活性化へつなげる好機
でもあります。

　グローバル化の急速な進展に伴い、文化芸術をはじめ様々な分野での国際交流が進む中、国内外の
文化的多様性や相互理解を促進していくことの重要性が一層高まっています。
　本市は、都市間交流の積み重ねにより、国家間の情勢に左右されにくい強固な信頼関係を構築してい
ますが、国際文化交流のさらなる推進には、本市の文化的なアイデンティティの確立と発信が、世界の
中で存在感を高めるためにますます必要とされます。
　また、グローバル化を加速させている要因の一つであるインターネット等の情報通信技術の急速な発
展と普及は、人々の生活に大きな利便性をもたらしてきました。一方で、人間関係に及ぼす様々な影響
など社会的な課題も生じてきています。

（３）これまでの取り組み

③ グローバル化の進展

※ 1

※２

※３

平成 19 年から文化庁長官表彰に文化芸術創造都市部門を設け、市民参加の下、文化芸術の力により地域
の活性化に取り組み、特に顕著な成果をあげている市区町村を表彰するもの

日本・フランス両国の友好関係発展のため、優れた協働・協力事業を実施する自治体に対し、一般財団
法人自治体国際化協会などが表彰するもの

日中韓文化大臣会合での合意に基づき、日本・中国・韓国の 3 か国において、文化芸術による発展を目
指す都市を選定し、その都市において、現代の芸術文化や 伝統文化、また多彩な生活文化に関連する様々
な文化芸術イベント等を実施するもの。これにより、東アジア域内の相互理解・連帯感の形成を促進す
るとともに、東アジアの多様な文化の国際発信力の強化を図ることを目指す

（文化芸術創造都市部門）
文化庁長官表彰

日仏交流優良賞

東アジア文化都市
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　本ビジョンは、市政の最上位計画である「にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画）」（平成 27 年度
～平成 34 年度）の実現に向け、文化芸術が有する創造性を活かした「文化創造交流都市」に関する施
策展開の基本的な考え方や方向性を示すものです。
　また、本ビジョンのもと「食文化創造都市にいがた推進計画」（平成 29 年度～平成 33 年度）や「マ
ンガ・アニメを活用したまちづくり構想」（平成 29 年度～平成 33 年度）を策定し、具体的な取り組みを
計画的に推進していきます。

子供から高齢者まで、あらゆる人々が我が国の様々な場で、創作活動へ参加、鑑賞体験でき
る機会等を、国や地方公共団体はもとより、芸術家、文化芸術団体、ＮＰＯ、企業等様々な
民間主体が提供している。

全国の地方公共団体、多くの文化芸術団体、文化施設、芸術家等の関係者により、世界に
誇る日本各地の文化力を生かしながら、2020 年東京大会を契機とする文化プログラムの全国
展開等がなされている。

日本全国津々浦々から、世界中に各地の文化芸術の魅力が発信されている。東日本大震災の
被災地からは、力強く復興している姿を、地域の文化芸術の魅力と一体となって、国内外へ
発信している。

2020 年東京大会を契機とする文化プログラムの全国展開等に伴い、国内外の多くの人々が、
それらに生き生きと参画しているとともに、文化芸術に従事する者が安心して、希望を持ちな
がら働いている。そして、文化芸術関係の新たな雇用や、産業が現在よりも大幅に創出され
ている。

「文化芸術の振興に関する基本的な方針－文化芸術資源で未来をつくる－（第 4 次基本方針）」
（平成 27 年 5 月 22 日閣議決定）より抜粋

（１）

（２）

（３）

（４）

② 本市での位置づけ

我が国が目指す「文化芸術立国」の姿

　本ビジョンの期間は、平成 29 年度から平成 33 年度までの 5 年間とします。なお、社会・経済状況
の変化などにより、必要に応じて見直します。

（５）ビジョンの期間

（４）ビジョンの位置づけ

① 国との関連性
　国においては、文化芸術振興基本法（平成 13 年法律第 148 号）に基づき、「文化芸術の振興に関す
る基本的な方針（第 4 次基本方針）」を平成 27 年 5 月 22 日に閣議決定しました。
　本市では、国の基本方針に掲げられた「文化芸術立国」の姿を踏まえ、本市の個性を活かしながら、
施策の展開を図っていきます。
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基本理念・目指す姿・基本方針

文化芸術が有する創造性を活かしてまちづくりを進め、
市民がいきいきと暮らし、将来にわたってまちが活性化する新潟市をめざします。

あらゆる市民が文化芸術にいきいきと参画している

東京 2020 大会を契機に全市で文化プログラムが展開され、その効果が大会後も
継承されている

北東アジア※の文化交流拠点都市としての役割を果たしている

文化が人を呼び、新たな雇用を生み、まちの活性化につながることを市民が
実感し、誇りにしている

○
○

○
○

基本理念のもと、以下のような文化創造交流都市となることを目指します。

本市の目指す文化創造交流都市の姿の実現に向けて、３つの基本方針を定めます。

〈 基本理念 〉

〈新潟市の目指す文化創造交流都市の姿〉

※ ロシア極東及び東シベリア、中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル、朝鮮半島及び日本を含む地域北東アジア

市民の文化芸術活動を支援し、次世代への継承を進めます基本方針１

新潟市らしい文化の発信と交流により世界の中での存在感を高めます基本方針２

文化の力を活用して都市の活力創出と成長を目指します基本方針３
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施策体系

　市民が、本市の豊かな歴史や文化に気軽に触れることができ、生涯にわたって文化芸術活動に参加し
活動できることは、創造的な生き方や活力の源泉となっています。
　すべての市民がいきいきとそして心豊かに暮らすことができるよう、市民の様々な文化芸術活動を支援
するとともに、文化芸術の持続的な発展と次世代への継承を進めます。

　市民の間では多彩な文化芸術活動が活発に行われており、平成 28 年度に本市が実施したアンケート
調査※によれば、市民の約８割が日ごろから自ら創作や演奏したり、文化施設での鑑賞を楽しんだり、文
化イベントでのボランティア活動に参加するなど、文化芸術活動に参加しています。また、楽しんでいる
文化活動の分野も様々ですが、その中でも「音楽」、映画やマンガ・アニメなどの「メディア芸術」、「ま
ち歩き、歴史探訪など」などの割合が高くなっています。
　一人ひとりの市民が生涯にわたって、様々な分野の文化芸術を鑑賞することができ、創作や体験、発
表する機会を充実させていくとともに、文化活動を通じて地域資源を再発見し、地域への誇りや愛着づ
くりにつながる取り組みを進めます。

子どもや高齢者、障がい者などすべての市民が、気軽に文化芸術を鑑賞・創作・体験・発表できる機会を
充実します。
地域の自然や歴史、文化の魅力を再発見し、地域への誇りや愛着づくりにつながる取り組みを市民と協働
で進めます。

市民、ＮＰＯ、企業、大学など多様な主体が行う文化芸術活動への支援を強化していきます。
文化芸術活動を通じて、障がい者などの社会参画を促進します。

（１）市民が主体の文化芸術活動への支援

施策の方向性

◎

◎

◎
◎

多様なメディアを活用した文化情報の提供
文化施設によるアウトリーチ活動※の実施
地域のコミュニティ協議会等との協働による地域の自然や歴史、文化を再発見するまち歩きやアート作品制
作、魅力を発信するイベント等の実施

＜主な取り組み＞
●

●
●

※ アウトリーチ活動 アウトリーチ（outreach）の本来の意味は、①手を伸ばすこと、手を伸ばした距離、到達距離、②（地域
社会への）奉仕［援助、福祉］活動、（公的機関や奉仕団体の）現場出張サービス。 文化施設では、日頃、
文化芸術に触れる機会の少ない市民に対して、文化施設や芸術団体が働きかけをおこなうことを意味する

市民等が企画・運営する取り組みへの助成・広報による支援
「アーツカウンシル新潟」の専門人材による文化芸術活動の支援

●
●

障がい者による創作活動を促進し、市民の理解を深める展示会やワークショップの開催●

※「５. 参考資料（１）文化に関する市民アンケート調査（抜粋）」より

市民の文化芸術活動を支援し、次世代への継承を進めます基本方針１
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COLUMN

　東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技
大会に向けて、東京都では “ アール・ブリュット”
に特化した展示拠点を平成 29 年度に設けると発
表するなど、障がい者の芸術文化活動に関する
動向が活発になってきた。厚生労働省でも平成
29 年度より「障害者芸術文化活動普及支援事業」
を新たに事業化し、国を挙げて活動を推進する
形となってきた。
　障がい者芸術の場でよく使われる“ アール・ブ
リュット”とは、“ 生 ( き ) の芸術 ”と訳される。
フランスの画家ジャン・デュビュッフェにより提唱
された、既存の美術教育を受けていない人たち
が独自に創り出した作品の総称である。そのた
め、本来は障がい者の作品に限ったものではな
い。しかし、日本では障がい者の芸術支援、社
会参加の動きと強く結びつき、“ アール・ブリュッ
ト” の名のもとに障がい者の作品展示が盛んに
行われるなど、日本独自の広がりを見せている。
　多くの人がこれまで障がい者と関わる機会が
少ないために、どう関わって良いか分からないと
いう社会の現状がある。作品展示を通して緩や
かに障がい者と出会い、それぞれが知る、考え
る機会となることは、障がいの理解において良
いことであると思う。また、障がい者や周りの家
族や支援員にとっても日々の活力に繋がるなど、
発表の機会をつくる意義は大きい。

　一方で発表までの過程に目を向けると、障が
い者の創り出す作品は、作者と周りの人との関係
の上に作品が成り立っているという特徴がある。
例えば、コミュニケーションが難しい作者に対し
て周りにいる支援者が画材を揃える際に、サイン
ペンを渡すのか、絵具と筆を渡すのかで出来上
がる作品は大きく異なってくる。「彼にとって、作
品にとって、何が良いのか」周りの人は様々な判
断を問われることになる。
　障がい者の芸術文化活動をサポートする市民
団体「アートキャンプ新潟」では、平成 28 年に
新潟市の「水と土の文化創造都市・市民プロジェ
クト 2016」として、展覧会とワークショップを
合わせた取り組みを行った。これは創作を支え
る福祉施設職員や家族を主な対象とし、ワーク
ショップを通して展覧会を一緒につくるという内
容である。展覧会という一つの目標に向かって
話し合い、手を動かすことで、創作を支える人た
ちそれぞれの関係性が深まる機会となった。自
然と日頃の創作の疑問や愚痴など、屈託なく話
し合える場となった。
　障がい者の創作環境は周りの人に委ねられて
いる。作品を発表する方法も周りの人に委ねら
れている。基本的に作品はしゃべらないので、
周りの人は気をつける必要がある。話しながら、
出会いの場をつくっていきたい。

障がい者芸術文化を話しながら考える

角地 智史
アートキャンプ新潟 アートディレクター

展覧会に向けて、施設職員や家族が集まり、それぞれが作品の魅力を話し合う様子 市民プロジェクトでアートキャンプ新潟が実施した “ 障がい・アート・ミーティング ”
では作品を展示するとともに、見に来た人と、作者、周りの人とが話し合える場となった。



施策体系

09

　市内には、先進的な文化創造を発信する拠点施設のほか、学習やレクリエーションなど幅広い層から
利用される文化交流施設、地域の文化資源を掘り起し、地域文化を創造する地域の拠点と位置づけら
れる施設があり、いずれもが本市の文化創造に資する重要な役割を担っています。
　市民にとって文化芸術活動がより身近になるよう、それぞれの文化施設が機能を発揮し、市内の文化
施設全体の魅力向上と活性化に取り組みます。

　文化芸術が有する様々な可能性を将来にわたって社会全体に活かし、まちが持続的に発展していくた
めには、子どもや若者、アーティスト・クリエイターなどの育成が重要です。
　また、新たなまちの魅力をつくり、産業や雇用の創出につなげるためにも、創造的な活動を行う若い
世代を支援し、育てていく環境づくりを進めます。

新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）や新潟市美術館といった専門性の高い施設では、市民の文化芸術
活動を支援するとともに、質の高い舞台芸術や展覧会の開催などにより、先進的な文化創造を国内外に発
信します。

子どもの豊かな感性や創造力を育むため優れた文化芸術に触れる機会、伝統芸能や文化遺産に親しむ機会
を充実します。

新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）における水準の高い新潟オリジナルの演劇・舞踊作品を国内外に発信
施設のボランティアやファンクラブ、市民団体による施設を活用した活動の促進
新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）や区の文化会館におけるジュニア向け音楽・演劇教室の実施
学校・病院・福祉施設等への美術館の出前講座や音楽施設からのアーティスト派遣等のアウトリーチ活動の推進
文化的特徴をもつエリアにおける施設の共通入館券の運用や一体的な広報等によるネットワーク構築を促進

地域の文化施設では、住民主体の取り組みが容易になるよう支援します。

文化施設の専門性を活かした次世代の育成を推進します。

各施設の発信力を高めるとともに、多様な文化的特徴をもつエリア内のゆるやかなネットワーク化により、
エリアの魅力を際立たせます。

アーティストやクリエイターの滞在を伴う活動拠点や発表機会を創出し、その活動を支援することで、創造
性に富んだ人材が集まりやすい環境づくりを進めます。

文化施設の専門性を活かした次世代の育成や文化芸術をより広く市民に届ける活動を推進します。

創造的な活動を行う若者の活動を積極的に支援し、文化芸術を創造し支える人材の育成・支援を進めます。

（３）子どもや若者、アーティスト・クリエイターの育成・支援

施策の方向性

＜主な取り組み＞

◎

◎

●

●

●
●

●

◎

◎

◎

◎

◎

◎

施策の方向性

（２）文化創造拠点の活性化
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子どもが美術館や音楽ホール等で優れた文化芸術を鑑賞・体験する機会を提供
新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）や区の文化会館におけるジュニア向け音楽・演劇教室の実施【再掲
基本方針１（２）】
マンガ家を目指す若者のためのシェアハウスによる創業支援
空き校舎を活用した、国内外のアーティスト・クリエイターの滞在・活動拠点と青少年の国際交流等の場を
併せた複合施設の整備
本市に滞在するアーティストやクリエイターと青少年が交流する機会の創出

＜主な取り組み＞
●

●

●

● 

●

有形文化遺産の魅力を積極的に発信し、その価値の再認識を図るとともに、特色ある文化資源とし
て活用を進めます。

◎

国指定重要文化財「旧新潟税関庁舎」をはじめとする歴史的建造物・史跡等の保存整備と活用
「アーツカウンシル新潟」等による無形文化遺産の実態調査や担い手の育成支援
ボランティアガイドによる市民や観光客を対象としたまち歩きの実施
公民館等での伝統文化体験プログラムの実施

郷土資料のデジタルアーカイブ化など、歴史資料の適切な保存と活用
新潟市歴史博物館みなとぴあにおける「みなとまち新潟」の歴史を再発見する講座やプロジェクトの実施

歴史的建造物のライトアップ等による新たな魅力創出

＜主な取り組み＞
●

●

●

●
●

●

●

　約 1 万数千年ものあいだ途切れることなく自然と共生していた縄文文化は日本文化の源流とも言われ、
現代の暮らしの中にも息づいています。縄文時代からの歴史に培われた文化が息づく本市は、全国最多
の 15 市町村による平成の大合併と政令指定都市への移行により、多様な地域文化が共存しています。
　しかし、地域の祭りや獅子舞・神楽舞などの地域文化や新潟漆器などの伝統工芸においては、後継
者不足という課題を抱えている例も少なくありません。
　一方、歴史的建造物や史跡などの整備・保存が進み、建物の公開やまち歩きなどにも活用されています。
　文化遺産の適切な保存と活用をさらに進め、本市の歴史像を明らかにするとともに、その価値を高め
ながら次代へと継承します。

有形無形文化遺産の収集・保存・調査・研究を継続的に行います。
地域文化の担い手育成を支援するとともに、郷土芸能の発表機会の充実など積極的な活用を図ります。

◎
◎

施策の方向性

（４）地域文化の継承と発展
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　新潟大学では新潟市西区を中心として様々な
アートプロジェクトを行ってきました。特に「うち
の DE アート」は 2001 年から 2015 年にかけて
内野町を舞台に大学と地域が一体となってアー
トを核としたプログラムを展開してきました。こ
のプロジェクトの核となるのは、アートにおけ
る「こと」や「もの」が、この地域に生まれるこ
とにありました（一般的な意味でのアート、いわ
ゆる額縁に収まった絵画や台座にのった彫刻を
そのイメージに据えることではありません）。地
域資産をプロジェクトにおける題材としながら、
日常空間等生活の一部となっている場におい
て、国内外のアーティストや学生の表現やワーク
ショップを地域の方 と々ともに演じたことが大き
な特徴と言えるでしょう。また、この「うちの DE
アート」では単に表現のみを扱ってきたわけでは
なく、「地域と関わる」というフレーズをもとに地
域の方 と々ともに作り上げることを目指しました。
その際、内野祭りや運動会への積極的な参加は
もとより地域の様々な行事に加わらせてもらい、
地域との絆を深めながらプロジェクトを展開しま
した。このプロジェクトにおいて「地域と関わる」
とは、単に場所や時間を借りると言うのでなく、
地域に寄り添い、学び、そこから発芽させる一
連の動きそのものを総称するものと考えます。
　この「うちの DE アート」を現代における評価
軸に当てはめてみると、即効性がなく、しかもそ
の結果すら不透明なものであった気がします。人
が訪れることで商店の売り上げ等が飛躍的に伸
びたといったことはありませんでした。しかしな
がら、現代において直線的な思考性が当たり前
のようになっている中、この不確かな「もの」や
物差しでは計れない「こと」こそ何よりも重要で
はないでしょうか。例えばアーティストや学生が
地域と関わることで、今まで見向きもしなかった

ところに光をあて、そこに彼ら独自の物語を紡ぎ
出して行きました。また、そこにたどり着くまで
は地域とのやり取りの中で齟齬が生じたり、意
見の衝突も多数生まれました。しかし、それら
一連の物語がプロジェクトにおける重要事項で
あり、その中心にあるのが「うちの DE アート」
等の全国的に展開されているアートプロジェクト
なのです。
　この「うちの DE アート」を通して招聘したアー
ティスト、あるいは地域と関わった学生が多数
巣立っていきました。その彼らがそれぞれの地域
で幾多の種を蒔き、そこからどんな芽がでるの
かを、ゆっくりと、そして期待をもって待ち続け
たいと思います。

新潟市の文化芸術活動の支援 次世代への継承には何が必要か
アートプロジェクトの実践を通して

丹治嘉彦
新潟大学 教育学部　芸術環境講座　教授

古着 DE アート

かえっこプロジェクト

しんかわほたる
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※

※

日本舞踊市山流

“みなとまち気質 ”

市山流は、新潟市無形文化財の第一号。18 世紀半ば大阪で誕生し、3 代目市山七十郎（なそろう）が新潟に
本拠をおき、4 代目以降、女性舞踊家によって継承されています。古町芸妓の指導や舞踊会の企画構成など、
新潟の舞踊界や花柳界の発展に尽力してきました。地方に宗家（そうけ）があり、その地で 120 年以上の歴
史を刻んできた流派は全国でも唯一で、その芸術性は高く評価されています。新潟市指定文化財（「ニイガタ
カラ .Net」より）

みなとまちとしての盛んな交流により、おもてなしの文化を育み、多様な外来の文化を柔軟に受け入れ、歴史・
伝統的な文化と融合させて独自の文化を創造する性質

交流人口拡大につながる潜在性が高く、新潟市らしさを際立たせる「みなとまち文化」、「食文化」、「マンガ・
アニメ」を中心に戦略的なプロモーションを国内外に展開します。

平成 31 年の開港 150 周年に合わせ、新潟市歴史博物館みなとぴあや国指定重要文化財の旧新潟税関庁舎
等を活用した「みなとまち新潟」の都市イメージの発信強化

「食で選ばれるまち」の実現に向け、映像やイベントを活用したプロモーションや交流拠点を活用した食と
農の魅力発信、新たな発信ツールを活用した発信強化

質の高い舞台芸術や独自性の高いコンテンツの海外公演や国内外への発信を支援します。
本市のアイデンティティの一つである「水と土」の文化を市民と協働で掘り起し、磨き上げ、国内外へ発信
します。
本市の個性ある文化資源と他都市の文化資源がもつ共通のコンセプトにより「点」から「線」、「線」から「面」
へとつなぐ、文化による広域連携を推進します。

＜主な取り組み＞

◎

◎
◎

◎

　本市には、平成の大合併と政令指定都市移行により、「田園」や「みなとまち」など、それぞれの地
域固有の多様な文化が共存しています。また、外来の文化を柔軟に受け入れ、伝統的な文化と融合させて、
新たな文化を創造する“ みなとまち気質 ” ※の土壌があります。これまで育て、磨き上げてきた新潟市らし
い文化を、国内外に向けて戦略的に発信することにより、国際ブランドとして確立し、市民の誇りへとつ
なげていきます。
　また、東京 2020 大会を見据えて、充実した交通インフラなどによる優位性と拠点性を活かし、文化
創造に取り組む国内外の都市とのネットワークの形成・強化を図ることにより、世界の中での本市の存
在感を高めていきます。

　北前船の最大寄港地であり開港五港として栄えてきた歴史を背景とする「みなとまち文化」や、豊かな
田園に育まれてきた誇るべき「食文化」、古くは日本舞踊市山流※から現代の Noism に至る国内で高い評
価を得ている「踊り文化」、日本海側の鉄道輸送の要衝として重要な役割を担ってきた「鉄道文化」、著
名な作家を多く輩出している「マンガ・アニメ」やアイドルなどのポップカルチャーなど多様な文化が共存
し、市民一人ひとりが日々、この多様な文化を楽しんでいます。
　この多様な文化を国際ブランドとして確立し、交流人口の拡大に活かし、市民の誇りにつなげるため、
国内外に戦略的に発信していきます。

（１）新潟市らしい文化を国内外へ発信

施策の方向性

●

●

新潟市らしい文化の発信と交流により世界の中での存在感を高めます基本方針２
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※ 国際拠点港湾

※創造都市ネットワーク日本
　（CCNJ）

国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾として政令で定める港湾（港湾法第 2 条第 2 項）

国内における創造都市の普及・発展を図ることを目的として、創造都市の取組を推進する地方自治
体等、多様な主体を支援するとともに、国内及び世界の創造都市間の連携・交流を促進するための
プラットフォームとして、平成 25 年 1 月 13 日に設立された。86 自治体、31 団体（平成 28 年 12 月
13 日現在）で構成され、本市は平成 28 年・29 年の代表幹事を務める

　本市は、創造都市のトップランナーであり姉妹都市であるフランス・ナント市や文化や歴史、観光によ
る協定を結ぶ奈良県、京都市、2015 年の東アジア文化都市に本市とともに選定された中国・青島 ( チン
タオ ) 市や韓国・清州 ( チョンジュ ) 市など、文化創造に取り組む国内外の都市との交流の積み重ねによ
り、文化交流での広いネットワークを形成しています。
　また、国際拠点港湾※である新潟港と国際空路を持つ新潟空港の２つの玄関口に加え、高速道路や上
越新幹線など充実した国内の交通ネットワークにより、国内各地と対岸諸国を結ぶ結節点として重要な
位置にあり、韓国・ロシア・中国の総領事館が揃う国際交流の拠点となっています。
　本市の有する文化交流によるネットワークと拠点性を最大限に活かし、北東アジアの文化交流拠点と
して、国内外の創造都市との交流を深めていきます。

東アジア文化都市のネットワークや「創造都市ネットワーク日本（CCNJ）※」など、本市の有する国内外の
都市間ネットワークを結びつけることにより、北東アジアにおける文化交流拠点としての役割を果たしていき
ます。

大規模イベントの継続開催や東アジアなどをターゲットにしたイベント出展により、「マンガ・アニメのまち
にいがた」の都市イメージを国内外へ発信
国内唯一のレジデンシャル・ダンス・カンパニーである Noism による水準の高い新潟オリジナルの作品を国
内外へ発信

「水と土」によって形成された「潟」などの独自の自然環境や暮らし文化に光をあて、現代アート等を活用し
て磨き上げ、国内外へ発信
食文化、マンガ・アニメ、日本遺産などの文化財群、近代建築物など、本市と共通した文化資源や大規模
イベントを有する他都市・地域との連携を進め、相互に発信し、広域観光ルートの構築
新潟市歴史博物館みなとぴあや新津鉄道資料館など、友好・姉妹館交流による連携の強化

姉妹・友好都市や国内外の交流協定都市、東アジア文化都市選定都市との、市民団体や文化施設が主体
の文化交流を支援するとともに、都市間での文化交流を推進します。

＜主な取り組み＞

◎

◎

「東アジア文化都市サミット」への参加や「日仏都市・文化対話」の開催による都市間ネットワークの強化
と拡大

「創造都市ネットワーク日本（CCNJ）」への参画による創造都市間の連携強化
創造都市のトップランナーであり姉妹都市であるフランスのナント市や 2015 年の東アジア文化都市である中
国・青島市、韓国・清州市との継続的な交流の推進および民間交流の促進
本市出身の代表的な文人の一人である會津八一の縁による奈良県や京都市との、文化・歴史・観光における
交流協定を礎とした文化交流を推進

施策の方向性

●

●
●

●

●

●

●

●

●

食や農と様々な地域資源を結び、食文化を通して地域の魅力を一体的に体験できる新たな観光形態「ガス
トロノミー（食文化）ツーリズム」の構築

●

（２）国内外の創造都市との交流を深める



14

COLUMN

　アート・ミックス・ジャパン（以下、AMJ）は、
日本の伝統芸術をはしごしながら楽しんで学ぶ
ことのできる文化イベントである。そして、AMJ 
が 2013 年春にここ新潟で生まれたという事実
は、新潟市の文化政策においても大いに特筆さ
れるべき点であろう。
　AMJ は 2016 年に初の海外公演をメキシコで
開催した。そして、29 公演を実施し、5 万人も
の大観衆を集めるという快挙を記録した。こうし
たことから、今後も海外における周年事業等に
積極的に展開していくことが望まれる。
　たとえば、2018 年において、日本との外交関
係樹立等、両国間関係における歴史的出来事か
ら、何十周年かの節目を迎える国としては、フラ
ンス（友好 160 周年）、スペイン（外交関係樹立
150 周年）、スウェーデン（同 150 周年）、メキシ
コ（同 130 周年）、エクアドル（同 100 周年）、イ
ンドネシア（同 60 周年）、ミクロネシア（同 30 
周年）、中国（平和友好条約締結 40 周年）等が
あげられる。
　このうち、フランスと日本の両政府間において、
日本文化の粋を集め、その多様かつ普遍的な魅
力を発信する「ジャポニスム 2018」を、パリ市
を中心に開催することが合意されている。この「ジ
ャポニスム 2018」においても、AMJ が中心的な
役割を果たすことが期待される。
　また、AMJ 自体が海外に展開するだけでなく、
新潟で開催する AMJ において、アジアの芸能も
プラスして紹介する「AMJ ＋（プラス）」が 2017 
年から開始される。
　ちなみに、ヨーロッパでは World Music Expo

（略称 WOMEX）という名称の国際的な伝統音
楽の見本市及び音楽イベントが、欧州各地をロ
ーテーションしながら1994 年以降ほぼ毎年開

催されている。こうした先行事例を参照すると、
「AMJ ＋」がアジアにおける WOMEX のような役
割を果たすことも、決して夢ではない。すなわち、
この「AMJ ＋」をアジアの芸能文化のプラットフ
ォームとして拡充・構築することができれば、日
本の伝統音楽をアジアのアーティストに紹介でき
るだけでなく、現在では世界最大の CD 消費国
である日本を通じて、アジアの伝統音楽を世界
のマーケットへ送り出すことも可能になるものと
考えられる。
　このようにして AMJ が日本人だけでなく、世
界の人々に開かれていくと、当然のことながら、
異文化のもとで育った人々に対して、多言語化（ま
ずは英語化）することはもとより、日本の伝統
芸能をより分かりやすく伝えていく工夫が絶対に
必要となる。
　こうしたコンテンツを Web で発信していくとと
もに、普及のためにリアルな「AMJ 文庫」も制
作してはどうであろうか。そして、たとえば「三
味線」の巻において「タレカツ丼」の飲食店を
あわせて紹介する等、新潟市のガイドブックとし
ての機能も持たせることとすれば、印刷・製本
の経費も賄うことができるのではないか。
　そして何よりも、このような異文化のもとで育
った人々にも理解しやすい伝統芸能のコンテンツ
が完成した暁には、今度はそれを日本語訳すれ
ば、伝統芸能に馴染みのない現代日本の子ども
たちを対象とした教育においても活用できるであ
ろう。
　以上のように、新潟市が生み出した AMJ は、
単に文化振興のみならず、国際交流、コンテン
ツ産業振興、観光、教育等、さまざまな政策分
野に波及効果をもたらすポテンシャルを秘めたプ
ラットフォームなのである。

アート・ミックス・ジャパンを交流・発信のプラットフォームに

太下義之
芸術・文化政策センター　主席研究員／センター長

三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社
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　文化芸術のもつ創造性は、市民一人ひとりの生活にゆとりと潤いを与え、心に豊かさをもたらすとともに、
本市が都市としての魅力をさらに高め、活力あふれる都市としてさらに成長するための柱でもあります。
　本市独自の文化の力を観光や産業の分野で発揮し、地域経済を活性化するとともに、本市が抱える
様々な分野の課題解決に向けて多面的に活用し、文化の力で活力あふれる都市として成長し続けること
を目指します。

　本市の個性ある多彩な文化資源や、それらを活用したこれまでの文化創造の取り組みを背景とする本
市の文化創造交流都市としてのポテンシャルを、観光や産業の分野で発揮することで、交流人口の拡大
や新たな産業の創出、地域経済活性化という成果に結びつけていきます。

（１）文化創造の力を活かした交流人口拡大と地域経済活性化

本市の個性ある文化資源と他都市の文化資源がもつ共通のコンセプトにより「点」から「線」、「線」から「面」
へとつなぐ、文化による広域連携を推進します。【再掲 基本方針２（１）】
本市の拠点性や文化資源を活かしたＭＩＣＥ※の誘致を推進します。
新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）を国際文化交流の拠点と位置付け、国内外への発信力の高い国際
的な文化交流事業を推進します。
文化芸術の創造性を活かした新たな産業と雇用の創出を促進します。

◎

◎
◎

◎

※ ＭＩＣＥ
（マイス）

多くの集客交流が見込まれる会合、イベントなどの総称。Meeting（会議、セミナー）、Incentive Travel（企業報奨、
研修旅行）、Convention（各種団体、学会、協会が主催する総会、学術会議など）、Event/Exhibition（文化・スポー
ツイベント、展示会、見本市）の頭文字のこと

食文化、マンガ・アニメ、日本遺産などの文化財群、近代建築物など、本市と共通した文化資源や大規模イ
ベントを有する他都市・地域との連携を進め、相互に発信し、広域観光ルートの構築【再掲 基本方針２（１）】
食や農と様々な地域資源を結び、食文化を通して地域の魅力を一体的に体験できる新たな観光形態「ガス
トロノミー（食文化）ツーリズム」の構築【再掲 基本方針２（１）】
新潟市文化・スポーツコミッションと連携し、国際・全国規模の文化関連イベント等の誘致を推進
新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）を拠点に国際的な文化交流事業を展開し、本市独自の文化プログ
ラムを推進
マンガ・アニメ、ゲームなどのコンテンツ産業の活性化に向けた体制づくりを推進

施策の方向性

＜主な取り組み＞
●

●

●

●

●

文化の力を活用して都市の活力創出と成長を目指します基本方針３
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施策の方向性

＜主な取り組み＞
●

●

●

●
●

●

本市全体の施策がより効率的・効果的に推進することを目指し、市民の生活に密着するあらゆる分野の施
策においても文化芸術を多面的に活用します。
社会や地域の課題解決に向けて、教育、保健、福祉、環境、地域コミュニティ活性化など様々な分野で、市民、
ＮＰＯ、企業、大学など多様な主体が取り組む文化芸術を活用した活動を積極的に支援します。
超高齢社会における心豊かな生活の質の向上と健康寿命の延伸に文化芸術を活用する可能性を探り、取り
組みを推進します。
文化芸術のもつ創造性を活用し、市民の文化芸術活動を発展させ、地域の課題解決に取り組む人材を育成
します。

◎

◎

◎

◎

介護予防や健康づくりに文化芸術を活用した取り組みを推進
様々な困難を有する若者の自立や社会参加を促進するため、若者が企画・運営する幅広い世代と様々なジャ
ンルの団体が参加する文化交流イベントの開催を支援

地域におけるアートの手法を活用したコミュニティの活性化などに取り組む人材を育成する講座を実施

障がい者による創作活動を推進し、市民の理解を深める展示会やワークショップの開催【再掲 基本方針１（１）】
市民等が企画・運営する取り組みへの助成・広報による支援【再掲 基本方針１（１）】

「アーツカウンシル新潟」の専門人材による文化芸術活動の支援【再掲 基本方針１（１）】

　文化芸術は観光や産業の活性化に向けた活用のほかにも、教育、保健、福祉、環境、地域コミュニ
ティ活性化など、都市が抱える様々な分野の課題解決に貢献することが期待され、また、成果を挙げて
いる事例が国内外で見られます。
　世界のどの国も体験したことのない超高齢社会が生み出す社会的課題や地域課題の解決に向けた
様々な分野の施策に文化芸術を活用する可能性を探るとともに、その取り組みや人材育成を積極的に進
めていきます。

（２）社会や地域の課題解決に文化芸術を活用
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　水と土の芸術祭 2015 をきっかけに、文化創造
による交流人口拡大や地域経済活性化に取り組
み、親子連れで賑わうカフェへと空き店舗再生し
たり、着地型観光の商品化など、目に見える成
果に繋げています。
　また、文化は地域にとっての骨格であり、栄
養を行き渡らせる血や、地域を表す顔になるな
ど、持続ある地域社会に欠かせないものです。
現在はその文化を活かし、課題の根源に多分野
でアプローチし解決する取り組みに移行していま
す。事例を 2 つご紹介します。

　個人を取り巻く社会環境が個人の健康に大き
く影響を及ぼす、ソーシャルキャピタル研究が医
療分野にあります。この健康格差が経済成長に
さえ影響を及ぼしていると調査結果が発表され
ました。新潟市でも地域包括ケアシステムを推

進していますが、支えあいの仕組みを真っ向から
作るには限界がみえているので、文化創造により
住民の心に眠る意識を呼び覚ましながら、多分
野と連携して社会環境整備を行っています。前
出の「天昌堂」を地域の茶の間だけでなく、多
世代が文化創造できる実験場として、若者のアイ
ディア・やる気、高齢者の特技、既存する文化
をかけ合わせて、未来創造に繋げることをコン
セプトに、洋品店として親しまれた「天昌堂」に
おいて、若者と高齢者のコラボ商品開発・販売
なども今後実施し、個人の自己肯定感をあげな
がら社会環境を横断的に整備し、それらエビデ
ンス実証をしていきます。
　今後益々研究が進む人工知能に対して、唯一
人間らしさを司るのは「文化創造」です。今を生
きる私たちの責任とは何か。人間らしく「誰もが
社会彫刻家になれる新潟市」が、結果世界から
選ばれる未来を見てみたいと思っています。

　「現代アートと演劇をツールとしてコミュニティ
オーガナイザーを育てる学校」を開校し、地域
の文化創造によるコミュニティ再生を担う人材を
育成しています。この学校では、地域の記憶が
つまった空き店舗「天昌堂」を交流拠点に再生
するプロジェクトを通じて、文化創造がまちやコ
ミュニティにどう寄与するのか実地で学ぶ学校で
す。約 1 年かけた受講生たちの取り組みにより、
商店街の商店主たちは「よそもの」を受入れな
がら地域の誇るべき文化に気づきました。その
大切な文化を今度は商店主たちの口から、たく
さんの人たちに伝え、コミュニティが交流する本
来の商店街の機能を取り戻そうとしています。

【 地域の文化創造 × 人材育成＝コミュニティ
再生 】

【 地 域の文化創造 × 社会環 境整 備＝健 康
格差の是正＋未来創造 】

誰もが社会彫刻家になれる未来へ

本間 智美
みなみらいプロジェクト 代表

仏壇職人の工房めぐりをインバウンド着地型観光として実施

「天昌堂」に完成した交流スペースや茶の間を文化創造の実験場として活用している
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本市の文化プログラムの推進

　国を挙げて文化プログラム推進に取り組む 4 年間（平成 28 年～平成 32 年）は、地方自治体にとって
も文化政策の推進を図る絶好の機会となります。
　本市はこの波を着実にとらえ、組織委員会や国等と積極的に連携し、支援を最大限引き出しながら、
文化プログラムに取り組むことで、本ビジョンが目指す「文化創造交流都市」への歩みを進めます。
　そのための第一歩として、本市は、文化芸術の専門人材による組織「アーツカウンシル新潟」を平成
28 年 9 月に設立しました。「アーツカウンシル新潟」と行政が連携し、文化プログラムに全市一体で取り
組んでいくことで、持続可能な文化芸術の推進体制を構築していきます。
　また、本市の文化プログラム推進の方向性については、本ビジョンの基本方針に則り、さらに組織委
員会や国の認証につながるよう、次の視点でその取り組みを進めていきます。

国による文化プログラムの考え方

　近代オリンピックは、スポーツのみならず文化の祭典としても発展してきました。オリンピック文化プロ
グラムは開催国の義務とされ、東京 2020 大会においても日本全国で長期かつ大規模な文化プログラム
が実施されます。
　東京 2020 大会に向けた文化プログラム実施の機運醸成と主体的な参画のため、東京オリンピック・
パラリンピック競技会大会組織委員会（以下、「組織委員会」という。）と国は、文化プログラムの認証
制度を定めており、認証された文化プログラムは、組織委員会や国のホームページ等で国内外に発信さ
れるとともに、認証マークを使用した広報等が認められています。

　国は、東京 2020 大会を、文化プログラムを通じて日本の文化を世界に発信する絶好の機会ととらえ、
リオ大会が終了した 2016 年（平成 28 年）の秋から東京 2020 大会までの 4 年間に、ロンドン大会を超
える史上最大規模の文化プログラムを日本全国津々浦々で実施することとしています。
　また、2020 年（平成 32 年）以降を見据え、文化芸術が生み出す社会への波及効果を生かして、諸
課題を乗り越え、成熟社会にふさわしい次世代に誇れるレガシー（遺産）を創り出すことで、真の文化
芸術立国の実現を目指しています。

オリンピック文化プログラムの推進
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認証制度の積極的な活用による発信力強化と、東京 2020 大会参画に向けた市民機運の醸成

「アーツカウンシル新潟」による、文化芸術活動に取り組む団体の機能強化や人材育成等への支援

国際文化交流事業の実施による、相互理解と都市間交流の推進

2020 年に向けて、本市における文化プログラムを牽引する事業の企画実施及び誘致

伝統芸能などの地域文化の掘り起こしや魅力発信・後継者育成に向けた支援

「アーツカウンシル新潟」の体制・機能強化
東アジア文化都市及び創造都市ネットワーク日本（CCNJ）等を活用した、都市間ネットワークの強化
と拡大

＜主な取り組み＞
● 文化プログラムを牽引する取り組み

● 市民活動の活性化に向けた取り組み

● 文化交流拠点化に向けた取り組み

・

・

・

・

・

・
・

文化芸術を資源として、観光、教育、福祉などと連携することで、新たな価値を生み出し、雇用の
創出とまちの活性化につなげる

③

子ども、高齢者、障がい者など、すべての市民のほか、国内外からの来訪者が文化芸術の創作・鑑
賞活動に参加できる機会を提供し、多様な価値観の相互理解を深める 

「みなとまち文化」や「水と土の暮らし文化」に育まれた、食、音楽、美術、舞台芸術、伝統芸能、
現代の新潟に息づいてきたマンガ・アニメをはじめとするメディア芸術など、多様な新潟市らしい文
化の魅力をさらに磨き上げ、世界に向けた魅力発信を行い、交流人口の拡大につなげる 

②

①

推進の視点
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新潟市における “ 地域アーツカウンシル ” の役割と展望

杉浦 幹男
アーツカウンシル新潟 プログラムディレクター

アーツカウンシル新潟文化情報スペース
平日 9 時 ～17 時までオープンしています。（年末年始を除く。）

　わが国の多くの市民に聞きなれないであろう
“ アーツカウンシル ”という言葉。平成 28 年 9 月
26 日、新潟市は（公財）新潟市芸術文化振興財
団内に「アーツカウンシル新潟」を設立しました。
このアーツカウンシルは、今後、どのような役割
を果たしていくのでしょうか。
　アーツカウンシルとは、高い専門性を持つス
タッフが、様々な文化芸術振興や支援を行う機
関で、1946 年に英国で誕生しました。アーツカ
ウンシルは、表現の自由の担保や文化芸術の政
治利用を避けるため、行政から一定の距離を置
く「アームス・レングスの原則」が求められます。
文化芸術団体に助成金を支出するだけでなく、
資金調達や広報等の相談に対応したり、また、
調査研究を通じて行政への提言を行ったりもしま
す。行政とも文化芸術団体とも一定の距離を取っ
た第三者機関として、専門的な知識やノウハウを
活かし、公正かつ効率的な支援をしていくため
の制度です。
　こうしたアーツカウンシルは欧米諸国や韓国、
シンガポールなどで導入されており、近年、日
本でも、特に “ 地域アーツカウンシル ”と呼ばれ
る組織が各地で設立あるいは検討されています。
平成 28 年度から文化庁による設立支援の動きも
あり、新潟市も市町村では横浜市に次いで 2 番
目に設立されました。
　その背景にあるのは、東京 2020 オリンピック・
パラリンピック競技大会（以下、東京 2020 大会）
に向けた文化プログラムです。オリンピックは、
もちろんスポーツの祭典ですが、同時に文化と
教育の祭典でもあります。ロンドン 2012 大会の
際、英国全土で文化プログラムが実施され、高
い国際的評価を得ました。その際、地域におけ
る文化プログラムの推進力となったのが、地域の
アーツカウンシルであり、大会終了後も地域の文

化芸術団体の持続的かつ自律的な活動を支えて
います。
　もう一つ、ロンドン 2012 大会で見習うべき点
として、文化プログラムが単なる文化芸術イベン
トではなく、地域の社会的課題を解決するため
の展開をしたことです。集客観光につながるとい
うだけではなく、例えば障がい者や高齢者、子
どもの貧困といった課題、あるいは地域の経済
に貢献する新しい創造的な産業を振興すること
にまで幅広く市民が地域の社会的課題に向き合
い、解決していくための契機となりました。東京
2020 大会の文化プログラムも、わが国の文化芸
術にとって社会との関係性を構築する絶好の契
機となることが期待されています。
　アーツカウンシル新潟は、2020 年に向けた新
潟市の文化プログラム、さらには大会以降の文
化芸術の中核的な支援・推進機関としての役割
を果たしていきます。そのためには、まず市民、
文化芸術団体、そして地域全体の社会的課題と
向き合わなくてはいけません。ぜひ皆様のご意見・
ご要望をお気軽にお聞かせください。

〈アーツカウンシル新潟〉
新潟市中央区白山浦 1 丁目 613 番地 69
新潟市開発公社会館 3F
TEL：025-234-4530
https://www.facebook.com/arts.niigata/
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文化創造交流都市 新潟市の実現に向けて

　本市では、新たなビジョンの策定と推進、東京 2020 大会の文化プログラムに向けて全庁的に取り組
むための庁内推進体制として、平成 28 年 4 月に市長を本部長とする「新潟市文化創造推進本部」を立
ち上げました。
　また、ビジョンに基づく施策を総合的かつ効果的に進めるため、「新潟市文化創造推進本部」の専門
委員会として、有識者や文化関係者などで構成する「新潟市文化創造推進委員会」を平成 28 年 5 月よ
り設け、外部有識者等から文化創造の推進に関する助言を総合的かつ継続的にいただく体制を整えました。
　さらに、本市における文化プログラムを推進し、東京 2020 大会終了後も地域文化の発展を牽引する
核となる組織「アーツカウンシル新潟」を平成28年9月に全国の市町村としては横浜市に続き設立しました。
　本市の持続的な文化創造交流都市の推進に向けて、これらの組織がそれぞれの役割を果たしながら
全市一体となって取り組んでいきます。

　「文化創造交流都市」の原動力は、文化芸術活動の担い手である一人ひとりの市民であり、本ビジョ
ンの取り組みを推進していくためには、市民、ＮＰＯ、関係団体や民間事業者等の参画と協力が不可欠
です。そのため、公益財団法人新潟市芸術文化振興財団や「アーツカウンシル新潟」、国際・全国規模
の文化・スポーツイベント等の誘致・支援を行う「新潟市文化・スポーツコミッション」など、専門人材や
ノウハウをもつ関係団体との連携を強化していきます。

（１）推進体制

（２）関係団体等との連携強化

文化創造交流都市 新潟市の実現に向けて
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参考資料

（１）「文化に関する市民アンケート調査」（抜粋）

参考資料

調査期間：平成 28 年 7 月 29 日～ 8 月15 日
調査対象：住民基本台帳に登録されている満 18 歳以上の市民（無作為抽出）
調査方法：郵送法（調査票の配付、回収とも）及びＷｅｂ回答（回収のみ）
標 本 数：3,000 人
回 収 数：1,023 件（内、白票 5 件）、有効回収数＝1,018 件、有効回収率＝ 33.9％

① 調査概要

① 調査結果（抜粋）
（ア）楽しんでいる文化活動の分野
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（イ）文化活動への参加状況
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（ウ）「文化創造都市」のイメージ
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（エ）新潟市の文化の特徴だと思うもの
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（オ）文化以外の分野で文化芸術を活かしてほしいこと
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（カ）新潟市の文化政策に期待すること
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参考資料

（２）パブリックコメントの概要

（３）新潟市文化創造推進委員会

本ビジョンの素案について、パブリックコメント（市民意見募集）を実施しました。
実施期間　　平成 29 年 1 月 6 日（金）～ 2 月 6 日（月）
実施結果　　5 人、5 件のご意見をいただきました。

①委員名簿

② 開催日

オブザーバー

（五十音順・敬称略）

◎委員長、○副委員長

氏名 所属等

石田 美紀 新潟大学人文学部准教授

伊藤 聡子 フリーキャスター ／ 事業創造大学院大学客員教授

今井 美穂 地域活性化モデル

◎太下 義之 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティンクﾞ株式会社　芸術・文化政策センター
主席研究員 ／ センター長

大谷 剛史 一般社団法人 日本旅行業協会関東支部新潟県地区委員会委員長
（東武トップツアーズ株式会社 新潟支店 支店長）

角地 智史 アートキャンプ新潟 ／ 新潟県アール・ブリュット・サポートセンター
アートディレクター

迫 一成 hickory03travelers 代表 ／ 上古町商店街振興組合理事

田中 久美子 新潟商工会議所女性会副会長（株式会社クオリス取締役会長）

○丹治 嘉彦 新潟大学教育学部教授

能登 剛史 にいがた総おどり ／ アート・ミックス・ジャパン 総合プロデューサー

村山 和恵 新潟青陵大学短期大学部人間総合学科助教 ／「にいがた美醸」主宰

柴田 豊 新潟県県民生活部文化振興課 課長補佐

第１回 平成 28 年 6 月 6 日 第３回 平成 28 年 12 月 21 日

第２回 平成 28 年 7 月 25 日 第４回 平成 29 年 3 月 22 日








